
う総市第○○○号 

 

裁   決   書 

 

 

審査請求人 ○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○ 

○○ ○○ 

 

処 分 庁 うるま市長 島袋 俊夫 

 

 

審査請求人が平成３０年６月３０日に提起した処分庁による平成３０年度固定資産税の賦

課決定処分（以下「本件処分」という。）に関する審査請求（以下「本件審査請求」という。）

について、次のとおり裁決する。 

 

主     文 

 

本件審査請求を却下する。 

 

 

事 案 の 概 要 

 

 審査請求人は、平成３０年６月３０日、うるま市長に対し、本件審査請求をした。 

 

 

審理関係人の主張の要旨 

 

審査請求人の主張は、次の理由により本件処分の取消しを求めていると解される。 

（１） 固定資産事務研究会等の情報通知等は、市町村の職員が作成した公文書等であ

り、情報公開されるべき公文書であるが、市町村は、これらを個人情報として開示して

いないので、開示して固定資産の評価額を再計算等すべきである。 

（２） 物価水準による補正が行われていない。 

（３） 沖縄県の塩害による補正が行われていない。 

 

 

理     由 

 

１ 審査請求書及び補正書の審査について 

審査庁は、平成３０年６月３０日に提出された審査請求書において、行政不服審査法（平

成２６年法律第６８号）第１９条第２項に規定されている処分についての審査請求書に記載

しなければならない事項である①審査請求に係る処分の内容、②審査請求に係る処分があっ

たことを知った年月日、③処分庁の教示の有無及びその内容の記載がされていないこと、及

び審査請求の趣旨として「「１記載の処分を取り消す」との裁決を求める。」と記載されてい

るが、当該１が記載されておらず審査請求の趣旨が不明確であったことにより、同法第２３

条の規定により、審査請求人に対して補正を命じたところ、平成３０年７月２６日、審査請



求人から補正書の提出がされたので、審査請求書及び補正書において審査請求の適法性につ

いて審査した。 

２ 本件審査請求の適法性について 

（１） 法令等について 

行政不服審査法第２条において、同法の規定に基づき処分についての審査請求をするこ

とができるのは、同条に規定する行政庁の処分に不服がある者とされているが、行政庁の

処分に不服がある者とは、不服がある者全てを指すのではなく、当該処分について不服申

立をする法律上の利益がある者、すなわち、当該処分により自己の権利若しくは法律上保

護された利益を侵害され又は必然的に侵害されるおそれのある者をいうとされている。 

（２） 事実確認について 

  次のことについて、事実を確認することはできなかった。 

  ア 審査請求人は、「平成３０年４月２日付けの固定資産税の評価課税処分」の「処分の

取り消す」ことを求めているが、処分庁が「平成３０年４月２日付け」で本件処分をし

たこと。 

  イ 審査請求人が平成３０年度固定資産税の納税義務者であること。 

  ウ 処分庁が審査請求人に本件処分の通知書を送付したこと。 

  エ 本件処分が審査請求人に対して行われたこと。 

（３） 不服申立適格について 

審査請求人は、本件処分について審査請求をする法律上の利益がある者、すなわち、本

件処分により自己の権利若しくは法律上保護された利益を侵害された又は必然的に侵害さ

れるおそれのある者とは認められず、不服申立適格を欠くものといわざるを得ない。 

（４） 判断について 

本件審査請求は、その余の点について判断するまでもなく、不適法である。 

３ 結論 

 以上のとおり、本件審査請求は不適法であるから、行政不服審査法第４５条第１項の規定

により、主文のとおり裁決する。 

 

 

平成３０年９月１９日 

 

審査庁 うるま市長 島袋 俊夫 

 

 

（教示） 

この裁決については、この裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内

に、うるま市を被告として（訴訟においてうるま市を代表する者はうるま市長となりま

す。）、裁決の取消しの訴えを提起することができます。 

ただし、この裁決の取消しの訴えにおいては、不服申立ての対象とした処分が違法である

ことを理由として、裁決の取消しを求めることはできません。 

処分の違法を理由とする場合は、この裁決があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、うるま市を被告として（訴訟においてうるま市を代表する者はうるま市長とな

ります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。 

ただし、上記の期間が経過する前に、この裁決があった日の翌日から起算して１年を経過

した場合は、裁決の取消しの訴えを提起することはできなくなります。なお、正当な理由が

あるときは、上記の期間やこの裁決があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっ

ても裁決の取消しの訴えや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合がありま



す。 


